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1

　長引く景気低迷による影響を受け、国や地方公共団体の財政状況は悪化の一途を辿っており、平成17年度

末には地方公共団体における地方債（借入金）の残高は約205兆円に達し、地方債依存度（歳入に占める地

方債の割合）は14.7％になるものと見込まれています。また、社会保障関係経費の増加等により平成17年度

は7兆5,129億円の財源不足が見込まれており、非常に厳しい財政運営が続くことが予想されています。 

　平成17年度の地方公共団体の歳入歳出の見込額をまとめた平成17年度地方財政計画では、平成16年度に

引続き、人員削減による給与関係経費の削減、地方単独事業費の削減等により歳出を抑制し、財源不足額を

圧縮することが盛り込まれました。しかしながら、現在の厳しい財政状況を完全に脱却できるには至ってい

ないのが実情であり、各地方公共団体の更なる努力（歳出削減、行政経営のより一層の効率化等）が必要と

なっています。 

一方で安定的な財政運営に必要な地方交付税等の一般財源総額（地方税、地方交付税及び臨時財政対策債の

合計額）は、国と地方の信頼関係に基づき三位一体改革を推進するために、平成17年度は約53兆4,399億円

（対前年度比401億円、0.1%増）が確保されることとなりました。 

　国から地方への財源移譲、国庫補助・負担金の廃止・縮小及び地方交付税の見直しを図り、地方財政の自

立を実現し、真の地方分権を目指す、いわゆる「三位一体の改革」については、平成16年11月の政府と与

党の合意により、平成18年度までの改革の方針として、約3兆円の税源委譲に結びつく国庫補助金の見直し

等を行うことが盛り込まれました。地方が強く求めていた義務教育費国庫負担金の改革については暫定措置

とされ、平成17年度に結論を得ることになりました。 

　地方債については、平成18年度から現行の許可制が協議制に移行され、市町村は、国や県の同意が無くと

も議会への報告により自己責任で地方債の発行が可能となります。また、財団法人地方債協会に設置されて

いた「地方債に関する調査研究委員会」が平成13年度中に提出した最終報告書にあるように、これまでの公

的資金を中心とした地方債資金の確保から市場原理の導入や市場公募債も含めた民間資金の活用が進められ

ていくという流れが加速しています。 

　これらの制度改革が意味するところは、市町村が地方自治を行うにあたって自己決定・自己責任という考

え方が強く求められているということ、もはや国や県を頼りに地方財政を運営していくことはできないこと

であり、市町村はこれらを念頭に受身的な姿勢から脱却し、これからの地方分権の時代において自らの主権

を勝ち取っていかなければならないということです。 

　本書は、平成15年度までの決算状況を基に、県内69市町村の財政状況を簡単な説明や用語解説により、

わかりやすく説明できるようにしたものです。こういった性格上、残念ながら現在の制度を前提とした資料

であり、今後の制度改正の影響等を予測したものではありませんが、本書が行財政運営の実態を把握する上

での参考資料として活用され、市町村合併、行財政改革への今後の一助となれば幸いです。 

 

　　平成17年３月 

宮城県総務部市町村課長　足　達　雅　英　 

は　じ　め　に 



１、決算の状況 

2

 
市 町 村 名  

（Ａ） 
歳入総額 

（Ｂ） 
歳出総額 

（Ａ－Ｂ） 
差 引 額  

 
実質収支 

 
市 町 村 名  

（Ａ） 
歳入総額 

（Ｂ） 
歳出総額 

（Ａ－Ｂ） 
差 引 額  

 
実質収支 

418,189 

37,084 

20,234 

23,900 

19,595 

15,735 

22,260 

10,925 

19,123 

12,513 

599,559 

6,681 

2,561 

7,075 

6,075 

12,275 

5,434 

7,851 

47,952 

9,929 

6,505 

6,378 

5,947 

9,182 

8,440 

4,208 

8,587 

4,174 

63,349 

3,918 

17,835 

2,917 

3,668 

5,916 

5,606 

4,766 

6,881 

5,478 

6,077 

3,932 

66,994

411,770 

36,905 

19,914 

23,411 

19,146 

15,227 

21,652 

10,545 

18,761 

12,165 

589,496 

6,524 

2,467 

7,003 

5,784 

12,138 

5,217 

7,540 

46,673 

9,603 

6,283 

6,214 

5,746 

8,846 

8,076 

4,004 

7,854 

4,028 

60,655 

3,768 

17,384 

2,751 

3,566 

5,838 

5,474 

4,640 

6,786 

5,281 

5,994 

3,840 

65,321

6,418 

179 

321 

489 

450 

508 

608 

380 

362 

348 

10,063 

157 

94 

71 

291 

137 

217 

311 

1,278 

326 

222 

163 

201 

335 

364 

204 

733 

146 

2,695 

150 

451 

166 

102 

78 

132 

126 

95 

198 

84 

92 

1,673

357 

53 

308 

374 

432 

421 

355 

365 

215 

317 

3,198 

131 

77 

71 

148 

135 

188 

280 

1,031 

299 

168 

163 

201 

230 

260 

194 

508 

146 

2,169 

124 

434 

90 

67 

69 

131 

68 

63 

9 

33 

87 

1,174

6,132 

6,374 

6,835 

2,457 

5,022 

2,553 

2,499 

4,464 

3,920 

1,769 

42,025 

7,906 

3,525 

4,625 

6,799 

4,593 

5,110 

3,815 

4,998 

41,371 

5,805 

11,957 

2,669 

9,879 

3,345 

5,896 

2,684 

9,644 

4,143 

56,023 

4,969 

3,226 

5,225 

3,239 

2,582 

19,240 

336,954 

936,513 

518,324

5,883 

6,248 

6,718 

2,352 

4,868 

2,438 

2,428 

4,153 

3,787 

1,708 

40,583 

7,763 

3,467 

4,450 

6,754 

4,169 

4,966 

3,751 

4,459 

39,781 

5,648 

11,531 

2,614 

9,173 

3,177 

5,568 

2,624 

9,376 

4,062 

53,773 

4,807 

3,102 

5,145 

3,147 

2,547 

18,748 

325,533 

915,029 

503,259

249 

126 

117 

105 

154 

116 

71 

311 

133 

61 

1,443 

143 

57 

175 

45 

424 

143 

63 

540 

1,590 

157 

425 

55 

706 

168 

328 

61 

269 

81 

2,249 

162 

125 

80 

91 

35 

492 

11,421 

21,484 

15,065

113 

123 

114 

101 

148 

115 

63 

244 

103 

61 

1,185 

118 

44 

127 

45 

149 

135 

53 

127 

799 

147 

182 

55 

248 

110 

158 

52 

267 

81 

1,301 

158 

121 

78 

87 

35 

478 

8,137 

11,335 

10,977

　　　　 　 歳入歳出 　 翌年度へ 
実質収支 ＝

 差引額　 
－
 繰り越すべき財源 

※上表は端数調整により合計と一致しない箇所があります。 

（単位：百万円） 

市町村別普通会計決算収支の状況 平成15年度 

築 館 町  

若 柳 町  

栗 駒 町  

高 清 水 町  

一 迫 町  

瀬 峰 町  

鶯 沢 町  

金 成 町  

志 波 姫 町  

花 山 村  

栗 原 計  

迫 町  

登 米 町  

東 和 町  

中 田 町  

豊 里 町  

米 山 町  

石 越 町  

南 方 町  

登 米 計  

河 北 町  

矢 本 町  

雄 勝 町  

河 南 町  

桃 生 町  

鳴 瀬 町  

北 上 町  

女 川 町  

牡 鹿 町  

桃生・牡鹿計 

志 津 川 町  

津 山 町  

本 吉 町  

唐 桑 町  

歌 津 町  

本 吉 計  

町 村 計  

県計（仙台市含） 

県計（仙台市除） 

仙 台 市  

石 巻 市  

塩 竃 市  

古 川 市  

気 仙 沼 市  

白 石 市  

名 取 市  

角 田 市  

多 賀 城 市  

岩 沼 市  

市 　 　 計  

蔵 王 町  

七 ヶ 宿 町  

大 河 原 町  

村 田 町  

柴 田 町  

川 崎 町  

丸 森 町  

仙 南 計  

亘 理 町  

山 元 町  

松 島 町  

七 ヶ 浜 町  

利 府 町  

大 和 町  

大 郷 町  

富 谷 町  

大 衡 村  

仙台地方計 

色 麻 町  

加 美 町  

松 山 町  

三 本 木 町  

鹿 島 台 町  

岩 出 山 町  

鳴 子 町  

涌 谷 町  

田 尻 町  

小 牛 田 町  

南 郷 町  

大 崎 計  



第１章　市町村財政の推移と現状分析 

１、決算の状況 １、決算の状況 

（1）　決算の概要 
　平成15年度の県内市町村の普通会計決算額は、歳入が9,365.1億円、歳出が9,150.3億円で、

歳入から歳出を差し引いた額（形式収支）は214.8億円の黒字となりました。 

3

用語解説 
普通会計　市町村など地方公共団体の会計は一般会計と特別会計に区分経理されていますが、各団体の会計区分は一様ではな

いため、一般行政部門を普通会計として整理しています。この他の会計には、その収支を一般会計とは分けて経理する必要が

ある場合に設けられる会計で、各種の公営企業会計や介護保険事業会計、国民健康保険事業会計、老人保健医療事業会計など

があります。 

歳出決算額の推移 

歳出決算額 

実質収支額 
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2、歳　　入 （2）　決算収支と経常収支比率 
　実質収支は前年度に引き続き全団体が黒字となりましたが、単年度収支は平成14年度に続い

て２年連続の赤字となり、赤字の団体は前年度から７団体減少して35団体となりました。さら

に、実質単年度収支も平成14年度に続いて２年連続の赤字となり、赤字の団体は前年度から

16団体減少して35団体となりました。 

　また、経常収支比率は前年度の85.0％から0.4ポイント上昇の85.4％で、平成３年度以降13

年連続の上昇となり、県全体の財政構造の硬直化が進んでいると言えます。 

4

用語解説 
実質収支　その年度の決算で、収支が赤字であったか黒字となっているかを見るための指標で、歳入と歳出の差引額から、翌

年度に繰り越すべき財源（事業の繰越によって来年度に確保すべき財源など）を差し引いた額をいいます。 

単年度収支　実質収支には、その年度以前から累積された赤字や黒字の要素が含まれています。したがって、その年度の収支

の赤字・黒字を判別するためには、その年度の実質収支から、前年度の実質収支を差し引いた額を算出する必要があり、この

数値を単年度収支といいます。 

実質単年度収支　歳入歳出の中には単年度的に収支を左右するものがあります。 

　例えば財政調整基金という基金への繰出しは将来の赤字に備えて積立を行うもので、その年度では支出となりますが、後年

度で取り崩せば収入となります。また、地方債の繰上償還は償還を行うその年度において、単年度的には大きな支出となりま

すが、後々の地方債償還に係る利息を削減することができるなど、長期的には支出を削減する効果があります。これらの要素

がなかったとした場合、その収支を見るための数値を実質単年度収支といいます。 

　実際の算定にあたっては、単年度収支に、財政調整基金への積立額及び地方債の繰上償還額を加え、財政調整基金の取崩し

額を差し引いた額となります。 

経常収支比率　財政構造の弾力性の程度を示す指標の一つ。人件費・扶助費・公債費等、市町村の運営にあたり必ず必要とな

る経費（経常経費）に、地方税・地方交付税・地方譲与税を中心とした財源（市町村が運営するに当たり必ず収入される財源

で、経常一般財源といいます）がどの程度充てられているかを見る指標で、この比率が低いほど財政構造が弾力性に富んでい

る、つまり、経常経費以外の公共事業等の各種事業費などに充てることができる財源が多いことになります。 

　一般的に、市は80％、町村は75％程度が健全であるとされており、この数値が高くなるほど財政構造が硬直化していると

言えます。 
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2、歳　　入 2、歳　　入 

（1）　歳入構造 
　平成15年度の歳入は9,365.1億円で、前年度（9,149.1億円）に対して216.0億円（2.4％）の

増加となりました。 

　歳入が増加に転じた主な要因は、国庫支出金、県支出金及び地方債など使い道が限定される

特定財源の増加（13.3％）によるものです。 

　地方債については、地方交付税の一部が臨時財政対策債の発行に振り替えられたことなどに

より、前年度より29.0％も増加しています。 

　使い道が自由な一般財源については、前年度より減少（3.8％）しています。地方税につい

ては、固定資産税のうち償却資産分は増加したものの、土地分及び家屋分で減少し、市町村民

税も減少したため97.4億円（3.1％）減の3,072.4億円となりました。地方交付税については、

前年度と比較して140.5億円（6.7％）減の1,960.7億円となり、一部は臨時財政対策債の発行

に振り替えられています。 

5

用語解説 
地方税　地方公共団体が仕事を進めていくための根本になる財源で、その地域に暮らし、活動し、消費している個人や法人に

負担をお願いしているものです。 

地方債　地方公共団体が財政上、必要とする資金を外部から調達するために負担する債務で、その返済が単年度でなく、複数

年度にわたり行われるもの。いわば「地方公共団体の借金」です。 

地方交付税　地方税は、地域によって経済的な違いがあるため、どの地域も同じように得られるとは限りません。一方で、た

とえば生活保護についていえば、地域の経済力に差があるとしても日本全国どこでも同じ内容でなければなりません。このよ

うに、一定の行政水準を保つため、地域ごとの税収の違いを補てんする地方交付税という制度があります。いわば、国による

税の再配分の性格を持っています。 

　この地方交付税は、国税のうち、所得税、法人税、酒税、消費税及びたばこ税のそれぞれ一定割合を財源としています。交

付税には、一定の算式により交付される「普通交付税」と、災害など特別の財政事情に応じて交付される「特別交付税」の２

つがあります。 

歳入構成比の推移 

0

200,000

400,000

600,000

800,000

1,000,000

1,200,000
（百万円） 単位：百万円・％ 
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（2）　自主財源と依存財源 
　市町村の財源は、自主財源（地方税などが自主的に

収入する財源）と依存財源（地方交付税など、国また

は都道府県から交付される収入）に分けられ、地方公

共団体の自主性、安定性は、自主財源の多寡により左

右されます。 

　自主財源が財源全体に占める割合は、前年度48.4％

より2.1ポイント減少し、46.4％となりましたが、自

主財源の割合が30％未満の団体が３分の１以上を占

めるなど、財政基盤は依然として脆弱であり、団体間

の格差も大きいと言えます。 

6

自主財源の割合別団体数 

歳入決算額の推移 

自主財源・依存財源の割合の推移 

（平成15年度） 
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（31.9） 

879 
（18.4） 
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（44.9） 

4,281 
（46.5） 

4,391 
（46.7） 

4,733 
（49.3） 

4,734 
（49.7） 

4,757 
（47.5） 4,642 

（45.9） 4,390 
（47.3） 

4,442 
（47.3） 

自主財源 
4,349 
（46.4） 

1,824 
（19.8） 

1,886 
（20.0） 

1,889 
（19.7） 

1,961 
（20.6） 

2,068 
（20.7） 2,294 

（22.7） 2,374 
（25.5） 

2,265 
（24.0） 

地方交付税 
1,961 
（20.9） 

4,924 
（53.5） 

5,018 
（53.3） 

4,861 
（50.7） 

4,790 
（50.3） 

5,240 
（52.4） 

5,475 
（54.1） 

4,899 
（52.7） 

4,957 
（52.7） 依存財源 

5,016 
（53.6） 

1,948 
（40.8） 

2,629 
（55.1） 

3,033 
（32.9） 

3,205 
（34.1） 

3,354 
（35.0） 

3,490 
（36.6） 

3,374 
（33.7） 

3,365 
（33.2） 

3,254 
（35.0） 

3,254 
（34.6） 

地方税 
3,072 
（32.8） 

406 
（21.7） 

1,019 
（54.5） 

1,873

4,771

9,409 9,594 9,524

9,997

9,289 9,399 9,365

10,117

9,205

854（45.5） 

（町村部） （市部） 

4,429 
（48.4） 

2,101 
（23.0） 

4,720 
（51.6） 

3,170 
（34.6） 

9,149
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（3）　市町村税の構成 
　平成15年度の市町村税収入額は、3,072億円と前年度から3.1％減少しました。これは、固定

資産税の償却資産で増加したものの、固定資産税の土地、家屋分が減少し、市町村民税でも収

入額が減少したためです。 

　税目別に見ると、構成割合が第１位

の固定資産税（47.8％）は収入額が前

年度対比3.2％の減となりました。こ

れは、償却資産の増加分に比べ、地価

の下落等に伴う土地評価額の減価分や

家屋の減少分がこれらを上回ったため

です。 

　固定資産に次ぐ市町村民税（37.7％）

は、前年度対比2.3％減と前年度を下

回りました。これは、法人税割が7.3

％増加したものの個人所得割等が大幅

に落ち込んだことによるものです。 

　目的税については、都市計画税（6.8

％）が前年度対比6.4％減少し、事業

所税（1.5％）も新増築に係る事業所

税の廃止により前年度対比15％と大

幅に減少しています。 

市町村税収入額（税目別）の推移 
（国民健康保険税を除く） 

市町村税の構成（平成14年度） 
（国民健康保険税を除く） 
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（46.1） 
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（8.5） 

185（5.5） 
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（38.8） 

1,576 
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291 
（8.6） 

194（5.8） 

1,272 
（39.1） 

1,512 
（46.5） 
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（8.5） 

192（5.9） 

1,265 
（38.9） 

1,522 
（46.8） 

277 
（8.5） 

190（5.8） 

1,186 
（37.4） 
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（47.9） 

282 
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（37.7） 

固定資産税 
1,468 
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目的税 
260（8.5） 

その他普通税 
185（6） 

3,072

県全体 
3,072億円 

市町村 
民　税 
1,159 
（37.7） 

固　定 
資産税 
1,468 
（47.8） 

都　市 
計画税 
208 
（6.8） 

普通税 2,812 
（91.5） 

目的税 
260（8.5） 

個人分 
823 

（26.8） 

法人分 
336 

（10.9） 

家屋 
632 

（20.6） 

土地 
519 

（16.9） 

償却資産 
303（9.8） 

軽自動車税等 
28（0.9） 

入湯税等 
6（0.2） 

単位：億円・％ 

事業所税 
46（1.5） 

市 町 村  
たばこ税 
157（5.1） 

交付金 
14（0.5） 
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　徴収実績は、県全体の徴収率が91.7％（前年度91.7％）と前年度と同率となり、昨年度まで

の11年連続の徴収率低下に歯止めがかけられました。各市町村別の状況については、前年度の

徴収率を上回った市町村数は18団体（前年度13団体）で、残りの51団体は前年度の徴収率を

下回りました。 

　主な税目別の徴収率は、市町村民税は93.9％（前年度93.8％）で前年度を0.1ポイント上回り、

固定資産税は89.8％（前年度89.8％）と同率となりました。 

　次年度に滞納繰越される額は、近年の長引く景気低迷の影響を受けて徴収率の悪化とともに

増加し、昭和60年度の81.8億円に比べ平成15年度では約3.4倍の277.3億円となっています。 

次年度に滞納繰越される額と徴収率の推移 
（国民健康保険税を除く） 
 
30,000 

25,000 

20,000 

15,000 

10,000 

5,000 

0

98.0 

97.0 

96.0 

95.0 

94.0 

93.0 

92.0 

91.0 

90.0 

89.0 

88.0 

87.0

（百万円） 
（％） 

60 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15年度 

市町村民税 

市町村民税（徴収率） 

固定資産税 

市町村税（徴収率） 

その他の普通税 目的税 
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（4）　地方交付税の概要 
　地方交付税は、地方公共団体間の財源の不均衡を調整し、どの地域に住む住民にも標準的な

行政サービスや基本的な社会資本が提供できるように財源を保障するためのもので、一定の基

準により、国税の一定割合を国が交付する税です。 

　本来、地方自治の観点からは、行政活動に必要な財源はそれぞれの地方公共団体がその住民

から徴収した地方税で賄うのが理想ですが、税源の地域的なアンバランスがあり、多くの地方

公共団体が必要な税収を確保できません。そこで、本来地方の税収入とすべき財源を国が代わ

って徴収し、財政力の弱い地方公共団体に対して、地方交付税として再配分しています。 

普通交付税の算式 
普通交付税額＝ 
財源不足額（基準財政需要額－基準財政収入額） 
　　　　　　　　　－基準財政需要額×調整率 

※調整率：普通交付税の総額が財源

不足額の総額に満たない

場合に、財源不足額の総

額を普通交付税の総額と

一致させるために乗じる

率のことをいいます。こ

の率を乗じて算出された

額が調整額となります。 

※錯誤額：交付税算定後において、

基準財政需要額または基

準財政収入額に異動の生

じた額のことをいいます。 

（注）１. 基準財政需要額及び基準財政収入

額は、財源不足団体の合計額です。 

（注）２. 構造説明のため、数値とグラフの

長さが合わない箇所があります。 

公債費 
40,554

土木費 
62,794

土木費 
32,621

消防費 
32,006

その他の行政費 
36,767

その他の行政費 
74,208

基準財政需要額 
（振替後） 
435,523

臨時財政対策債 
振替額 
58,611

産業経済費7,907

地方譲与税等10,700

税交付金10,804

税交付金 
17,298 地方 

譲与税 
131

目的税 
3,349

普通税 
202,840

錯誤額 
210

（　－　） 
177,600

普通交付税 
176,982

その他12,801

産業経済費 
13,402

厚生費9,482

厚生費 
116,451

基準財政需要額 
（振替前） 
494,134百万円 

財源不足額 
177,810百万円 

（　－　+錯誤額） 

普通交付税額 
176,982百万円 

基準財政収入額 
257,923百万円 

教育費14,387

教育費 
53,555

公
債
費 目

的
財
源 

一
般
財
源 

投
資
的
経
費 

経
常
経
費 

A

A

基準財政需要額 
（振替後） 
435,523百万円 

B
B

C 

C 

調整額 
△828

そ
の
他
普
通
税 

B C

（　-臨時財政対策債振替額） 



3、歳　　出 

　地方交付税額は、平成12年度をピークに減少に転じましたが、これは普通交付税の算定に用

いる基準財政需要額の一部が臨時財政対策債に振り替えられたためであり、それを含めた場合

の普通交付税相当額は、前年度を上回っています。 

10

用語解説 
基準財政需要額　各地方公共団体が合理的、妥当な水準の行政を行うための財政需要を一定の方法によって合理的に算定した

額です。 

基準財政収入額　地方公共団体の財政力を合理的に測定するために、標準的な状態において徴収が見込まれる税収入を一定の

方法によって算定した額です。標準税率で算定した地方税等の収入見込額のうち、75％の額とされています。 

臨時財政対策債　地方の財源不足を国と地方が折半して補てんするための地方債のことです。平成13～18年度の間の地方負

担分については、臨時財政対策債を発行するため基準財政需要額の一部が振り替えられています。 

　なお、この地方債に係る償還金は、後の地方交付税で全額補てんされることになっています。 

※平成13～15年度の臨時財政対策債は地方交付税の振り替えとしてできた制度ですが、形式としては地方債であるため、

実際には借入れを行っていない市町村もあります。グラフ中の数値は「発行可能額」であり、実借入れ額と一致しません。 

◎グループ別の該当団体 

Ａ　女川町 

Ｂ　仙台市・石巻市・塩竈市・古川市・名取市 

　　多賀城市・岩沼市・蔵王町・大河原町・柴田町

　　亘理町・利府町・大和町・富谷町・大衡村

　　三本木町 

Ｃ　気仙沼市・白石市・角田市・亘理町・松島町 

　　七ヶ浜町・小牛田町・築館町・迫　町・矢本町 

Ｄ　七ヶ宿町・村田町・川崎町・山元町・大郷町 

　　鹿島台町・岩出山町・鳴子町・涌谷町・田尻町 

　　若柳町・高清水町・瀬峰町・志波姫町・中田町

　　河南町 

Ｅ　丸森町・色麻町・加美町・松山町・南郷町 

　　栗駒町・一迫町・鶯沢町・金成町・花山村 

　　登米町・東和町・豊里町・米山町・石越町 

　　南方町・河北町・雄勝町・桃生町・鳴瀬町 

　　北上町・牡鹿町・志津川町・津山町・本吉町 

　　唐桑町・歌津町 

地方交付税の推移 

一般財源の中の交付税（平成15年度） 
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50,000 
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特別交付税 
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204,432

229,371
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255,054

29,769 臨時財政対策債 
58,981

70 

60 

50 

40 

30 

20 

10 

0

（％） 

72.2

39.2

26.9

18.2

12.5

32.8

0.2
0.4
1.9

12.8

1.0

6.1

32.4

1.6

4.8

37.4

1.7

3.5

43.1

1.5
2.8

20.9

1.2

5.2

グループ 

財政力 
指　数 

地方税 

1.0以上 0.3未満 平　均 
0.5～ 
　1.0 
未満 

0.4～ 
　0.5 
未満 

0.3～ 
　0.4 
未満 

A B C D E 全 

地方交付税 地方譲与税 その他 



3、歳　　出 3、歳　　出 

（1）　歳出構造 
　平成15年度の歳出は、9,150.3億円で前年度（8,910.1億円）に対して240.2億円の（2.7％）増

となりました。 

　地方公共団体の歳出構造を分類する方法には、歳出を行政目的により分類した「目的別分類」

と、歳出を経済的性質により分類した「性質別分類」がありますが、宮城県内の市町村につい

てはそれぞれ以下のグラフのとおりとなっています。 
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用語解説 
性質別分類　歳出を経済的性質によって、人件費、物件費、維持補修費など、予算や決算の節という区分を基準として分類し

たものです。また、経費を「義務的経費」、「投資的経費」及び「その他の経費」に分類することによって、財政の健全性、

弾力性を測定することができます。 

目的別分類　歳出をその行政目的によって議会費、総務費、民生費、衛生費など、予算や決算の款及び項という区分を基準と

して分類したものです。 

歳出決算の構造（平成15年度） 
（性質別） 

（目的別） 

県 全 体  

仙 台 市  

市部（仙台市除く） 

町 　 村  

（915,029百万円） 

（411,770百万円） 

（177,725億円） 

（325,533百万円） 

人件費 19.4％ 公債費 15.0％ 普通建設事業費 18.9％ 物件費 12.2％ 補助費 10.4％ 
扶助費 
7.7％ 

繰出金 
8.2％ 

その他 
8.2％ 

16.1％ 16.8％ 24.0％ 11.8％ 9.5％ 4.5％ 7.5％ 9.8％ 

22.8％ 13.9％ 9.6％ 11.1％ 12.5％ 12.7％ 7.5％ 9.9％ 

21.6％ 13.3％ 17.7％ 13.2％ 10.3％ 6.9％ 13.0％ 4.0％ 

県 全 体  

仙 台 市  

市部（仙台市除く） 

町 　 村  

（915,029百万円） 

（411,770百万円） 

（177,725百万円） 

（325,533百万円） 

総務費 12.3％ 民生費 18.4％ 衛生費 10.0％ 土木費 17.2％ 教育費 13.1％ 公債費15.0％ その他 10.0％ 

8.8％ 19.7％ 20.7％ 12.9％ 10.5％ 16.9％ 9.9％ 

0.7％ 

13.2％ 21.1％ 3.4％ 17.5％ 8.8％ 13.9％ 11.1％ 11.0％ 

16.3％ 15.2％ 8.4％ 12.5％ 10.0％ 14.6％ 13.3％ 9.8％ 

農水費 
4.0％ 
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60 6 7 8 9 10 11 12 13 15年度 14

40.7

34.1

27.7

7.9

5.1

38.5

30.2

22.8

5.3

10.4

34.0

33.8

18.6

4.6

10.8

35.8

31.3

18.9

4.8

12.1

35.2

31.1

18.9

5.2

11.1

37.5

28.9

19.7

5.8

12.0

37.0

29.8

18.9

6.0

12.1

37.2

26.5

18.7

6.3

12.2

39.3

23.0

20.0

5.4

13.9

39.8

22.3

19.8

5.9

14.1

41.5

20.3

20.0

6.7

14.9

42.1

19.7

19.4

7.7

15.0

義務的経費 

投資的経費 

人件費 

公債費 

扶助費 

 

（2）　経費別決算額の推移 
　義務的経費は、前年度と比較して4.3％増の3,853.8億円で、歳出総額に占める割合は42.1％

となりました。割合の内訳として、人件費は減少しましたが、公債費及び扶助費はともに増加

しています。主な要因は、公債費については地方債の償還金が残高の増加を受けて増加したた

めであり、扶助費については、障害者措置費制度の支援費制度移行、児童手当支給事務の市へ

の権限委譲や生活保護の支給対象者の増加が挙げられます。 

　投資的経費は前年度と比較して0.2％減の1,800.1億円となり、５年連続で減少となりました。

内訳を見ると、普通建設事業費が前年度（1,734.8億円）に対して0.1％減少（今年度は1,733.5

億円）したことによるもので、特に補助事業が前年度と比較して6.4％の減となっているのが

大きな要因となっています。 
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歳出決算額の推移 

義務的経費・投資的経費の割合の推移 

10,000 

9,000 

8,000 

7,000 

6,000 

5,000 

4,000 

3,000 

2,000 

1,000 

0
50

（億円） 
単位：億円・％ 

60 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15年度 

511 
（27.7） 

1,065 
（22.8） 

1,672 
（18.6） 

1,725 
（18.9） 

1,761 
（18.9） 

1,821 
（19.7） 

1,834 
（18.9） 

1,838 
（18.7） 

1,804 
（20.0） 

1,810 
（19.8） 

1,778 
（20.0） 

1,798 
（38.5） 

3,057 
（34,0） 

3,273 
（35.8） 

3,288 
（35.2） 

3,469 
（37.5） 

3,586 
（37.0） 

3,663 
（37.2） 

3,548 
（39.3） 

3,646 
（39.8） 

3,697 
（41.5） 1,411 

（30.2） 

3,037 
（33.8） 

2,862 
（31.3） 

2,905 
（31.1） 

2,679 
（28.9） 

2,889 
（29.8） 

2,614 
（26.5） 2,081 

（23.0） 

2,044 
（20.3） 

1,804 
（20.3） 

1,465 
（31.3） 

2,887 
（32.2） 

3,001 
（32.9） 

3,154 
（33.7） 

3,109 
（33.6） 

3,226 
（33.2） 

3,574 
（36.3） 

3,397 
（37.7） 

3,467 
（37.9） 3,409 

（38.2） 

628 
（34.1） 

751（40.7） 

467（25.2） 

1,846

4,674

8,981 9,136
9,347 9,257

9,701 9,851

9,026 9,157
8,910

人件費 
1,774 
（19.4） 

義務的 
経費 
3,854 
（42.1） 

投資的 
経費 
1800 
（19.7） 

その他 
3,496 
（38.2） 

9,150



13

用語解説 
義務的経費　人件費、扶助費、公債費からなりたっており、支出が義務づけられているため、任意に節減できない極めて硬直

性の強い経費です。 

投資的経費　普通建設事業費、災害復旧事業費等からなりたっており、行政水準の向上に積極的に寄与するための経費です。

義務的経費に対して、この経費の割合が高いほど、財政構造は弾力性が高く、健全な財政であるといえます。 

普通建設事業費　道路、橋りょう、学校、庁舎等公共用又は公用施設の新増設等に要する投資的経費のことです。地域社会の

発展のためには最も積極的で効果的な事業であるとされています。 

普通建設事業費の内訳の推移 

義務的経費の割合別団体数（平成15年度） 

250,000 

200,000 

150,000 

100,000 

50,000 

0

（百万円） 

60 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15年度 

67,455

90,680

195,112
191,060

76,196

67,371

5
3,054 4,083

201,748

73,533

4,453

185,227

66,351

5,986

189,293

77,039

9,731

170,768

69,844

8,561

138,946

53,513

6,975

128,134

58,106

5,271

105,434

57,774

5,787

108,027

54,066

6,494

補

助

事

業

費

 

単

独

事

業

費

 

国

直

轄

事

業

費

 

1

9

25

6

5

4

1

2

1

15

50％以上 

45～50％未満 

40～45％未満 

35～40％未満 

30～35％未満 

25～30％未満 

25％未満 

（町村部） （市部） 



4、財政構造 4、財政構造 

（1）　経常収支比率の状況 
　財政構造の弾力性を示す経常収支比率は、

前年度（県平均85.0％）より0.4ポイント増

加の85.4％になり、平成３年度以降13年連

続で上昇しています。 

　また、段階別分布状況を見ると、90％以

上が７団体（前年度７団体）、80％以上が

55団体（同54団体）となっており、県内市

町村の62団体が80％を超えています。 
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（平成15年度） 

鳴子町 

仙台市 

名取市 

岩沼市 

川崎町 

村田町 

蔵王町 

七ケ宿町 
白石市 

角田市 

丸森町 

色麻町 

大和町 

大衡村 

栗駒町 

若柳町 

唐 
桑 
町 

瀬峰町 

南
郷
町

南
郷
町 

花山村 鴬沢町 

一迫町 

岩出山町 

迫町 

南方町 

石越町 
中田町 

米山町 

登米町 

東和町 

本吉町 

歌津町 

志津川町 

津山町 

豊里町 
北上町 

気仙沼市 

田尻町 

涌谷町 
桃生町 

河南町 

河北町 雄勝町 

女川町 

石巻市 

牡鹿町 

矢本町 

鳴瀬町 
松島町 

利府町 
七ケ浜町 

塩竈市 

多賀城市 

松山町 

鹿島台町 

大郷町 

小牛田町 

亘理町 

山元町 

金成町 

古川市 

富谷町 

志波姫町 

築館町 

高清水町 

三本木町 

柴田町 

大河原町 

鳴子町 

加美町 加美町 加美町 

仙台市 

名取市 

岩沼市 

川崎町 

村田町 

蔵王町 

七ケ宿町 
白石市 

角田市 

丸森町 

色麻町 

大和町 

大衡村 

栗駒町 

若柳町 

唐 
桑 
町 

瀬峰町 

南
郷
町 

花山村 鴬沢町 

一迫町 

岩出山町 

迫町 

南方町 

石越町 
中田町 

米山町 

登米町 

東和町 

本吉町 

歌津町 

志津川町 

津山町 

豊里町 
北上町 

気仙沼市 

田尻町 

涌谷町 
桃生町 

河南町 

河北町 雄勝町 

女川町 

石巻市 

牡鹿町 

矢本町 

鳴瀬町 
松島町 

利府町 
七ケ浜町 

塩竈市 

多賀城市 

松山町 

鹿島台町 

大郷町 

小牛田町 

亘理町 

山元町 

金成町 

古川市 

富谷町 

志波姫町 

築館町 

高清水町 

三本木町 

柴田町 

大河原町 

区分 

※減税補てん債・臨時財政対策債を経常一般 
　財源に加えた経常収支比率 

団体色 
団体数 

75％未満 

75～80％未満 

80～85％未満 

85～90％未満 

90％以上 

市 

0 

1 

1 

4 

4

町村 

1 

5 

22 

28 

3

計 

1 

6 

23 

32 

7
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本吉町 
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志津川町 
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豊里町 
北上町 

気仙沼市 
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唐 

経常収支比率の推移 
（平均は単純平均） 

塩竈市 
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4、財政構造 
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（2）　起債制限比率の状況 
　平成15年度の起債制限比率（平成13～15

年度の３ヵ年平均）は、前年度（県平均9.3％）

から0.1ポイント低下して9.2％となりました。 

　起債制限比率が一般的に警戒ラインとさ

れる15％以上の団体は１団体減少し、３団

体となりましたが、依然として厳しい状況

が続いています。 

（平成15年度） 
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大衡村 

栗駒町 

若柳町 

桑 
町 

瀬峰町 

南
郷
町 

花山村 鴬沢町 

一迫町 

岩出山町 

迫町 

南方町 

石越町 
中田町 

米山町 

登米町 

東和町 

本吉町 

歌津町 

志津川町 

津山町 

豊里町 
北上町 

気仙沼市 

田尻町 

涌谷町 
桃生町 

河南町 

河北町 雄勝町 

女川町 

石巻市 

牡鹿町 

矢本町 

鳴瀬町 
松島町 

利府町 
七ケ浜町 

多賀城市 

松山町 

鹿島台町 

大郷町 

小牛田町 

亘理町 

山元町 

金成町 

古川市 

富谷町 

志波姫町 

築館町 

高清水町 

三本木町 

柴田町 

大河原町 

区分 団体色 
団体数 

6.0％未満 

6.0～9.0％未満 

9.0～12.0％未満 

12.0～15.0％未満 

15％以上 

市 

1 

1 

5 

2 

1

町村 

6 

25 

22 

4 

2

計 

7 

26 

27 

6 

3

唐 唐 

起債制限比率の推移 
（平均は単純平均） 

塩竈市 塩竈市 

55 60 6 7 98 1110 14 15年度 1312

13.2

11.8

8.5

7.8
7.7

7.2

11.0

10.9

9.2

8.9

9.5

9.2

9.7

9.5

9.7

9.5

9.6

9.4

9.5 9.4

9.3 9.3 9.1

9.2 9.3

9.2

11.5

10.3 10.4 10.6 10.6 10.6 
 

10.4

10.0
9.7

9.5 9.5

9.2
9.0

14.5
14.2

14.5

14.9

15.3 15.1
15.3

16.3

14.0
仙台市 

県平均 

市(仙台市除く)平均 

町村平均 

0

7

8

9

10

11

12

13

14

15
（％） 

町　 村 　平 　均 

市(仙台市除く)平均 

仙　　   台  　　市 

県　　   平　　  均 

凡　例 
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（3）　財政力指数の状況 
（平成13年度～平成15年度の３ヵ年平均値） 

鳴子町 

仙台市 

名取市 

岩沼市 

川崎町 

村田町 

蔵王町 

七ケ宿町 
白石市 

角田市 

丸森町 

色麻町 

大和町 

大衡村 

栗駒町 

若柳町 

桑 
町 

瀬峰町 

南
郷
町

南
郷
町 

花山村 鴬沢町 

一迫町 

岩出山町 

迫町 

南方町 

石越町 
中田町 

米山町 

登米町 

東和町 

本吉町 

歌津町 

志津川町 

津山町 

豊里町 
北上町 

気仙沼市 

田尻町 

涌谷町 
桃生町 

河南町 

河北町 雄勝町 

女川町 

石巻市 

牡鹿町 

矢本町 

鳴瀬町 
松島町 

利府町 
七ケ浜町 

多賀城市 

松山町 

鹿島台町 

大郷町 

小牛田町 

亘理町 

山元町 

金成町 

古川市 

富谷町 

志波姫町 

築館町 

高清水町 

三本木町 

柴田町 

大河原町 

鳴子町 

仙台市 

名取市 

岩沼市 

川崎町 

村田町 

蔵王町 

七ケ宿町 
白石市 

角田市 

丸森町 

色麻町 

大和町 

大衡村 

栗駒町 

若柳町 

桑 
町 

瀬峰町 

南
郷
町 

花山村 鴬沢町 

一迫町 

岩出山町 

迫町 

南方町 

石越町 
中田町 

米山町 

登米町 

東和町 

本吉町 

歌津町 

志津川町 

津山町 

豊里町 
北上町 

気仙沼市 

田尻町 

涌谷町 
桃生町 

河南町 

河北町 雄勝町 

女川町 

石巻市 

牡鹿町 

矢本町 

鳴瀬町 
松島町 

利府町 
七ケ浜町 

多賀城市 

松山町 

鹿島台町 

大郷町 

小牛田町 

亘理町 

山元町 

金成町 

古川市 

富谷町 

志波姫町 

築館町 

高清水町 

三本木町 

柴田町 

大河原町 

区分 団体色 
団体数 

1.0以上 

0.5～1.0未満 

0.4～0.5未満 

0.3～0.4未満 

0.2～0.3未満 

0.2未満 

市 

0 

7 

3 

0 

0 

0

町村 

1 

9 

6 

16 

20 

7

計 

1 

16 

9 

16 

20 

7

唐 唐 

財政力指数の推移 
（３ヵ年の平均値）（平均は単純平均） 

塩竈市 塩竈市 

　財政基盤の強さを示す指標である財政

力指数は、前年度（県平均0.38）から

0.02ポイント上回り、0.4となりました。 

　なお、地方交付税の不交付団体となる

1.0以上の団体は、前年度と同様、女川町

です。 

※小数第３位までの数値により区分 

加美町 加美町 

0

0.2

0.3

0.4

0.6

0.5

0.7

0.8

0.9

1.0

1.1

50 60 6 7 98 1110 14 15年度 1312

0.885

1.022

0.941

0.542

0.299

0.250

0.407

0.354

0.357

0.315

0.362

0.319

0.375

0.333

0.384

0.343

0.392

0.352

0.383 0.373

0.345 0.336

0.368

0.332

0.376

0.340

0.676

0.587 0.595 0.604 0.605 0.609 
 

0.595 
 

0.577 0.564 0.566

0.889 0.883 0.878
0.852

0.823
0.800 0.801

0.395

0.361

0.573

0.806

0.891

仙台市 

県平均 

市(仙台市除く)平均 

町村平均 

町　 村 　平 　均 

市(仙台市除く)平均 

仙　　   台  　　市 

県　　   平  　　均 

凡　例 
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（4）　将来にわたる財政負担の推移 
　いわゆる「地方公共団体の借金」である地方債現在高は、平成15年度末現在で1兆2,650億

円となり、将来的な借金である債務負担行為を加えると1兆3,846億円にものぼります。また、

平成６年度末（9,635億円）と比較すると、わずか10年間で1.4倍以上に伸びたのが分かります。 

　このことにより、将来の元利償還金等の負担が増大することとなり、今後の財政構造の硬直

化が懸念されます。 

鳴子町 

仙台市 

名取市 

岩沼市 

川崎町 

村田町 

蔵王町 

七ケ宿町 
白石市 

角田市 

丸森町 

色麻町 

大和町 

大衡村 

栗駒町 

若柳町 

桑 
町 

瀬峰町 

南
郷
町 

花山村 鴬沢町 

一迫町 

岩出山町 

迫町 

南方町 

石越町 
中田町 

米山町 

登米町 

東和町 

本吉町 

歌津町 

志津川町 

津山町 

豊里町 
北上町 

気仙沼市 

田尻町 

涌谷町 
桃生町 

河南町 

河北町 雄勝町 

女川町 

石巻市 

牡鹿町 

矢本町 

鳴瀬町 
松島町 

利府町 
七ケ浜町 

多賀城市 

松山町 

鹿島台町 

大郷町 

小牛田町 

亘理町 

山元町 

金成町 

古川市 

富谷町 

志波姫町 

築館町 

高清水町 

三本木町 

柴田町 

大河原町 

唐 

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

50 
 
60 6 7 8 9 

 
10 11 

 
12 13 15年度 14

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

地方債の借入額と公債費の推移 
（億円） 

（％） 

207

94

468
488

1,483

853

1,479

968

1,590

1,103

1,460

1,040

1,315

1,115

1,417

1,204

876

1,258

962

1,294

1,016

1.323 
 

借入額 
1,312

公債費 
1.372

9.8 9.7

16.1

16.9

15.2

13.8

14.2

12.1

9.4

10.2

11.1

14.0

歳入に占める 
　　地方債の割合 

50 
 
60 6 7 8 9 

 
10 11 

 
12 13 15年度 14

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

16,000

将来にわたる財政負担の推移 
（億円） 

826

194

1,020

349

3,920

4,269

9,635

1,073

8,562

10,866

1,376

9,490

11,632

1,266

10,366

12,347

1,319

11,028

12,860

1,134

11,726

13,343

1,155

12,188

13,620

1,328

12,292

13,679

1,318

12,361

13,61413,846

1,239

12,375

債務負担 
行為 
1,196

地方債 
現在高 
12,650

塩竈市 

地方債現在高の状況 

県全体 
12,650億円 

一般 
公共 
事業債 
1,069 
（8.5） 

うち地域総合整備事業債 
1,673（13.2） 

うち臨時地方道整備事業債 
2,065（16.3） 

その他 
1,709 
（13.5） 
 

公営住宅建設事業債 
327（2.6） 

公共用地先行取得債 
268（2.1） 

義務教育施設 
整備事業債 
1,113（8.8） 

一般廃棄物 
処理事業債 
404（3.2） 

社会福祉施設 
整備事業債 
（厚生福祉施設整 
備事業債を含む） 
171（1.4） 

過疎対策 
事業債 
371（2.9） 
 

財源対策債 
319（2.5） 

臨時財政 
特例債 
100（0.8） 

減税補てん債 
828（6.5） 

臨時財政対策債 
1,007（8.0） 

その他 
1,226（9.7） 

一般 
単独 
事業債 
5,446 
（43.1） 

（平成15年度末現在） 

単位：億円・％ 

債務負担行為の状況 

県全体 
1,196億円 

道路・街路 
113（9.4） 

製造 
工事 
請負 
557 

（46.5） 

（平成15年度末現在） 

単位：億円・％ 

学校 
89 

（7.5） 

農林水産 
 92（7.7） 

その他 
263（21.9） 

道路・街路 
32（2.7） 

学校 
28（2.3） 

農林水産 
8（0.7） 

その他 
171 

（14.3） 

建造物購入 
43（3.6） 

その他物件購入 
16（1.3） 

その他 
341（28.5） 

土地購入 
　239 
　（20.0） 

加美町 



5、年度間の財源調整 5、年度間の財源調整 
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0

500

50 60 6 7 8 9 10 11 12 13 15年度 
 

14

1,000

1,500

2,000

2,500

3,000
（億円） 

単位：億円・％ 
積立基金現在高の推移 

416 
（64.9） 

221 
（34.5） 

4 
（0.6） 

9 
（0.8） 

727 
（61.8） 

440 
（37.4） 

630 
（25.9） 

412 
（17.0） 

1,389 
（57.1） 

655 
（26.8） 

377 
（15.5） 

1,409 
（57.7） 

544 
（23.5） 

347 
（14.9） 

1,427 
（61.6） 

481 
（21.3） 

324 
（14.3） 

1,456 
（64.4） 

444 
（21.4） 

295 
（14.2） 

1,336 
（64.4） 

441 
（19.3） 

319 
（14.0） 

1,522 
（66.7） 

480 
（21.7） 

330 
（14.9） 

1,402 
（63.4） 

505 
（22.2） 

342 
（15.0） 

1,431 
（62.8） 

506 
（23.0） 

308 
（14.0） 

1,386 
（63.0） 

641

1,176

2,431 2,441
2,318 2,261

2,075

2,282 2,212 2,278
2,200

財政 
調整 
基金 
547 

（25.1） 

減債 
基金 
284 

（13.0） 

特定 
目的 
基金 
1,348 
（61.9） 

2,179

基金の状況（平成15年度） 

県全体 
2,626億円 

積立基金 
2,179（83.0） 

定　　額 
運用基金 
448（17.1） 

その他 
特定目的基金 
1,348（51.3） 

　土地 
開発基金 
384　 

（14.6）　 

その他 
64 

（2.5） 

財政 
調整基金 
　　547 
　　（20.8） 

減債 
基金 
284 

（10.8） 

単位：億円・％ 

（1）　基金の状況 
　平成15年度末における積立基金現在高は、県全体で2178.6億円となり、前年度（2,200.1億

円）と比較して21.5億円の減（1.0％の減）となりました。内訳を見ますと、財政調整基金が

40.5億円（8.0％）増加していますが、

減債基金が24.3億円（7.9％）、その

他特定目的金が37.7億円（2.7％）と、

それぞれ減少しています。 

　減少した要因は、将来の公債費負担

に備え、減債基金を取り崩して繰上償

還を行ったことと、庁舎等の建設のた

めに特定目的基金を取崩したこと等に

よるものです。 

用語解説 
基金　ある特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立てるため（いわゆる「積立型」基金）または定額の資金を運用す

るため（いわゆる「果実運用型」基金）に設けられる資金・財産のことをいいます。前者を積立基金、後者を定額運用基金と

いい、それぞれ地方公共団体が任意で設置することができますが、その設置は条例によることとされています。 
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5、年度間の財源調整 （2）　積立金現在高比率 
　一般財源に対してどの程度「貯金」があるかを示す積立金現在高比率は、都市部では前年度

並みですが、町村部において大きく低下したため、県全体でも低下しました。要因としては、

繰上償還のための減債基金の取崩しや庁舎等建設に係る特定目的基金の取崩し等が挙げられま

す。 

　また平成５年度からの10年間で50.6から42.5へと８ポイント近く低下しており、今後の財政

運営に対する蓄えが減ってきている傾向にあります。 

19

用語解説 
財政調整基金　年度間の財源の不均衡を調整するために積み立てられ、

予期しない税収減や災害発生等の支出増加等のために積み立てるもの

です。 

減債基金　地方債の償還を計画的に行うための資金を積み立てる目的

で設けられる基金で、繰上償還を行うときなどに取崩しされます。 

特定目的基金　特定の目的（高齢者福祉推進のための財源、文化セン

ターの建設財源、スポーツ振興に資するための財源等）のために財産

を維持又は資金を積み立てる性質の基金です。この基金については、

設置された目的のためでなければ処分することができません。 

積立金現在高比率　地方公共団体の財政の安定性を判断する指標の一

つで、高いほど将来に対する蓄えがあるということができます。もっ

とも、積立金は単年度の事業に充てられなかった市町村の剰余金とも

いえ、長期の事業計画がないのにこの比率が高すぎると、積立金の有

効活用に問題があるともいえます。 

標準財政規模　ある一定の算式に基づいて、地方公共団体が合理的か

つ妥当な水準において行政を進めるための、標準的な一般財源の規模

を示した額のことです。 

（％） 

6
0

7 8 9 10 11 12 13 14 15年度 

積立金現在高比率の推移 

（平均は単純平均） 

55.5

52.7

45.3

38.4

32.4
33.5

31.9 31.6 31.4

50.7

50.1

49.9

49.6

44.5

44.6

42.1

42.7

38.7

37.7 
 37.9

42.2
41.2

40.2

40.7

39.6

44.2

43.3

42.6

45.5

47.5

43.7

42.5

34.4

42.1

40.8

44.2 43.8
42.6

41.9

市（仙台市除く）平均 

県平均 

町村平均 

仙台市 

県 平 均  
仙 台 市  
市（仙台市除く）平均 
町 村 平 均  

凡　例 

（財政調整基金＋減債基金＋その他特定目的基金） 

標準財政規模（又は歳出総額） 
×100

積立金現在高比率別の団体数 
　　　　　　　　　　　　（平成15年度） 
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（町村部） （市部） 

3

1

2

4

5

8

5

4

6

4

3

45％以上 

40～45％未満 

35～40％未満 

30～35％未満 

25～30％未満 

20～25％未満 

15～20％未満 

15％未満 
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6、公営企業 6、公営企業 

　平成15年度決算規模は全体で3,808.1億円となり、前年度（4,141.7億円）から333.6億円の

減となりました。これを普通会計の歳出決算額と比較すると、およそ２／５の額に相当します。 

　事業別に見ると、下水道事業が決算規模全体の32.8％を占めており、以下、病院事業23.7％、

水道事業（簡易水道事業を含む。）21.0％等となっています。 

　平成15年度末の企業債現在高は、１兆3,049.8億円に上っています。特に下水道事業は増加

が著しく、平成６年度末からの10年間で2,752.0億円（65.4％）の増となっており、公営企業

全体に占める割合も平成15年度末で53.3％と１／２以上を占めています。 

　公営企業会計の場合、経費の負担区分の原則等に基づいて一般会計が負担すべきものもあり

ますが、基本的には独立採算性の原則により経営に伴う収入をもって運営しなければなりません。 

　他会計からの繰入金は、平成６年度の620.0億円から平成15年度には677.2億円と10年間で

57.2億円（9.2％）の増となっており、同期間の決算規模の増加率（－8.0％）を17.2ポイント

上回っています。平成15年度の他会計からの繰入金は前年度（788.8億円）から111.6億円の

大幅な減となったものの、依然として多くの事業を繰入金にたよる傾向が大きくなっています。 

企業債現在高の推移 

420,730

202,983

167,349

49,734
31,283
43,228
915,307

472,634

213,419

160,871

67,481
35,359
42,934

992,698

522,601

222,166

152,349

87,022

43,957
50,905

1,079,000

567,208

233,687

141,383

96,844

50,244
58,139

1,147,505

607,860

242,482

135,704

100,017

49,365
65,362

1,200,790

642,502

250,007

129,941

105,362

52,476
64,037

1,244,325

667,092

251,342

129,399

105,666

59,463
56,494

1,269,456

684,412

251,065

128,034

107,193
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34,283

27,713

61,996

39,146

21,146

60,292

39,376

25,626

65,002

40,191

24,924

65,115

41,991

24,126

66,117

40,087

27,291

67,378

39,311

39,566

78,877

37,099

31,446

68,545

39,405

30,233

69,638

39,488

28,227

67,715

収益的収支分 
資本的収支分 
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（百万円） 

6 87 9 1110 12 15年度 1413

6 87 9 1110 12 15年度 1413

6 87 9 1110 12 15年度 1413
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事業別他会計繰入金の推移 
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6、公営企業 
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用語解説 
経常収支比率　公営企業の経営分析に用いる指標の一つ

です。企業の経常的な活動における収益性を表し、100％

で収支が均衡している状態であり、100％を切る場合は収

益が費用を下回る状態です。算出方法は以下のとおりです。 

回収率（％） 
団体名 

経常収支比率 

経常収支比率 

供用開始 
経過年数（年） 

供用開始 
経過年数（年） 

病院名 

５
年
以
下 

６
〜
10
年 

11
〜
15
年 

16
〜
20
年 

21
年
以
上 

0 5040302010 60 70 80 90 100 120110

0 （％） 5040302010 60 70 80 90100 150140130120110 170160

（％） 

60 

50 

40 

30 

20 

10 

0

98.3 
102.7 
108.7 
110.8 
99.1 
102.0 
111.3 
113.3 
106.3 
97.6 
108.5 
106.5 
109.8 
112.1 
109.7 
99.5 
101.3 
113.5 
100.5 
94.2 
101.8 
100.0 
98.0 
103.2 
102.1 
108.1 
108.9 
110.6 
95.3 
92.2 
98.5 
101.7 
108.3 
94.7 
105.4 
141.4 
173.6 
91.4 
103.6 
140.6 
107.3 
104.0 
125.0 
119.1 
121.5 
108.7 
107.9 
101.5 
108.8 
110.9 
106.5 
110.2 
108.0 
105.8

98.9 
85.8 
94.9 
98.4 
97.0 
90.7 
91.6 
92.0 
87.1 
92.2 
97.8 
97.9 
106.9 
115.9 
96.2 
103.3 
96.8 
94.5 
98.6 
85.7 
100.3 
98.9 
97.3 
97.1 
92.5 
83.1 
78.5 
83.7 
84.2 
90.9 
78.2 
92.7 
97.8

19.8
23.2

31.7

42.0

60.1

回収率（％） 

５
年
以
下 

６
〜
10
年 

11
〜
15
年 

16
〜
20
年 

60 

50 

40 

30 

20 

10 

0

22.6 22.7

28.8

56.2

水道事業の経常収支比率 
（上水道事業及び法適用簡易水道事業） 

市町村立病院の経常収支比率 

下水道事業における県内平均経費回収率 
（1）公共下水道及び特定環境保全公共下水道 

（2）農業集落排水施設及び漁業集落排水施設 

平成15年度決算に基づく経営指標 

経常収益（＝営業収益+営業外収益） 

経常費用（＝営業費用+営業外費用） 
×100（％） 

経費回収率　下水道事業の経営分析に用いる指標の一つ

で、汚水処理に要した経費（維持管理費及び資本費）に対

して、どの程度料金収入でまかなえているかを示したも

のであり、一般的には供用開始から年数が経過すると加

入者が増加するので、数値が高くなる傾向があります。汚

水処理の経費については、原則加入者からの料金収入に

よってまかなうこととなっています。算出方法は以下の

とおりです。 

使用料単価（料金収入÷年間有収水量） 

汚水処理原価（（維持管理費+資本費）÷年間有収水量） 
×100（％） 

仙 台 市  
塩 竃 市  
古 川 市  
気 仙 沼 市  
白 石 市  
名 取 市  
角 田 市  
多 賀 城 市  
岩 沼 市  
蔵 王 町  
大 河 原 町  
村 田 町  
柴 田 町  
川 崎 町  
丸 森 町  
亘 理 町  
山 元 町  
松 島 町  
七 ヶ 浜 町  
利 府 町  
大 和 町  
大 郷 町  
富 谷 町  
大 衡 村  
色 麻 町  
加 美 町  
松 山 町  
三 本 木 町  
鹿 島 台 町  
岩 出 山 町  
鳴 子 町  
涌 谷 町  
田 尻 町  
小 牛 田 町  
南 郷 町  
築 館 町  
若 柳 町  
栗 駒 町  
瀬 峰 町  
志 波 姫 町  
東 和 町  
石 越 町  
河 北 町  
河 南 町  
桃 生 町  
女 川 町  
志 津 川 町  
本 吉 町  
唐 桑 町  
歌 津 町  
登米広域水道企業団 
石巻広域水道企業団 
県 平 均  
全 国 平 均  

仙 台市立病院  
石 巻市立病院  
塩 竃市立病院  
古 川市立病院  
蔵王町国保蔵王病院 
国 保川崎病院  
丸森町国保丸森病院 
鹿島台町国保病院 
岩出山町民病院 
町立鳴子温泉病院 
涌谷町国保病院 
町 立南郷病院  
若柳町国保病院 
栗駒町国保病院 
公立佐沼総合病院 
公 立登米病院  
公 立豊里病院  
米山町国保病院 
雄勝町国保病院 
女 川町立病院  
町 立牡鹿病院  
本吉町国保病院 
公立気仙沼総合病院 
公立志津川病院 
公 立米谷病院  
公立刈田綜合病院 
公 立深谷病院  
公 立黒川病院  
栗 原中央病院  
公 立加美病院  
みやぎ県南中核病院 
県 平 均  
全 国 平 均  



■市町村ごとの財政指標を利用するに当たって 
（1）　このグラフでは、各市町村財政の現状を表す６種類（①経常収支比率、公債費負担比率、

②起債許可制限比率、③地方債現在高比率、④積立金現在高比率、⑤将来にわたる財政負

担比率）のデータを用いて、各指標の警戒ラインと言われている数値と比較したもので、

点線が警戒ライン、赤色（平成15年度）、青色（平成14年度）の実線が各団体の数値を

示しています。 

（2）　各財政指標の分類は、２（健全エリア）、１（準警戒エリア）、０（警戒エリア）、－１（危険

エリア）の４段階に区分し、各市町村の赤色の実線が外側にあるほど財政状況がよいこと

を表し、理想的には、各財政指標の数値が分類の「２」で、正六角形となることが望まれ

ます。 

（3）　市町村ごとの財政指標（レーダーチャート・グラフ）を見る場合のポイントは、①経常

収支比率、②公債費負担比率、③起債許可制限比率が市町村財政の現況を表すものであり、

④地方債現在高比率、⑤将来にわたる財政負担比率が市町村財政の将来の姿を予測するも

のであり、⑥積立金現在高比率が現時点及び将来にわたっての財源的な蓄えを表すものと

なっています。 
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第2章　市町村ごとの財政指標 

財政指標 １（準警戒エリア） ０（警戒エリア） －１（危険エリア） ２（健全エリア） 

経常収支比率（市） 

経常収支比率（町村） 

公 債 費 負 担 比 率  

起債許可制限比率 

地方債現在高比率 

積立金現在高比率 

将来にわたる財政負担比率 

80％以上085％未満 

75％以上080％未満 

10％以上015％未満 

10％以上013％未満 

200％以上250％未満 

30％以上040％未満 

150％以上200％未満 

85％以上090％未満 

80％以上090％未満 

15％以上020％未満 

13％以上015％未満 

250％以上300％未満 

20％以上030％未満 

200％以上250％未満 

80％未満 

75％未満 

10％未満 

10％未満 

200％未満 

40％以上 

150％未満 

90％以上 

90％以上 

20％以上 

15％以上 

300％以上 

20％未満 

250％以上 

例

昨年度

今年度

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

２０３.７３２.８１６９.５１０.３１６.３８５.２

０１２１００

市平均

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

２16.435.7181.2１０.１１７.1８８.7

０１２１００

町村平均

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

207.4４3.7１72.5９.0１6.6８４.8

0２２２００
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仙台市

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

345.8４7.5２99.1１6.3２3.4８9.8

－１２０－１－１０

石巻市

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

２28.2１８.3１91.9１2.0１8.7９7.6

０－１２１０－１

塩竈市

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

２18.1１8.4１82.9１２.2１５.２９2.8

０－１２１０－１

古川市

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

２33.8１8.5１６5.0１0.8１6.790.2

０－１２１０－１

気仙沼市

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１99.9１6.1１70.6９.3１7.1８９.６

１－１２２００

白石市

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１８4.8６8.3１69.3０.1２0.1７６.4

１２２２－１２

名取市

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

２０8.4２6.8１78.3１1.6１8.4８2.0

００２１０１

角田市

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１81.5２8.4１４9.8１0.6１４.９８8.８

１０２１１０

多賀城市

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

208.942.3１80.010.1１4.8９2.0

02２1１－１
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岩沼市

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１54.172.2１24.7８.4１２.1８8.1

1２２２１０

蔵王町

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

226.445.5１95.611.415.980.2

0２２１00

七ヶ宿町

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１72.286.2１41.97.0２1.6８9.0

１２２２－１０

大河原町

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１33.4３6.0１22.07.９１2.0８4.0

２１２２１０

村田町

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

２41.619.5２23.4１1.５１8.7８0.9

０－１１１００

柴田町

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

２679.2210.5１１.1１8.085.7

－１－１1１０0

川崎町

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１40.2６５.7１29.8５.1１３.2８4.9

２２２２１０

丸森町

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１91.3３6.9１71.43.9１5.1８4.6

１１２２0０

亘理町

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１52.166.0129.14.2１１.2７9.5

1２２２１１
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山元町

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１86.754.7１75.06.8１1.881.6

１２２２１0

松島町

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

210.2３8.7１81.9９.6１4.4８０.７

0１２２１０

七ヶ浜町

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１58.4３7.1１48.15.7１４.1８4.5

1１２２１０

利府町

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

２92.345.7２73.26.221.9８4.5

－１2０２－１０

大和町

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１67.949.0１51.38.5１７.7８3.9

１２２２００

大郷町

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

205.255.7１80.7７.９１2.9８7.0

0２２２１０

富谷町

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１44.0５9.7１12.56.9１6.286.1

２２２２０0

大衡村

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１８7.5100.6１46.88.１１4.779.6

１２２２11

色麻町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１72.2２４.８１44.19.4１2.8８3.8

１０２2１０

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1
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加美町

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

272.319.2233.213.624.088.5

－１－１１０－１０

松山町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１93.7６9.1１76.1８.5１6.２７７.7

１２２２０１

三本木町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

267.584.5１84.8１1.0１４.2８2.4

－１２２1１０

鹿島台町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

214.4３1.8１82.5１３.3２0.6９１.２

0１２０－１－１

岩出山町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

２５5.814.8２１3.2１０.0２０.7８7.1

－１－１１１－１０

鳴子町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

200.8１0.0１71.2８.2１６.6８8.3

0－１２２００

涌谷町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

２17.9２4.8208.59.７１9.0８9.5

００１２００

田尻町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

215.4４5.1１78.68.817.8８6.2

0２２２0０

小牛田町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

221.325.9１78.67.7１2.9８4.2

0０２２１０

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1
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南郷町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１83.053.5１28.06.311.288.9

12２２10

築館町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１81.725.7１47.8９.6１5.788.8

１0２２0０

若柳町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

２96.1３6.3１９9.3１４.6２5.1８4.0

－１１２０－１０

栗駒町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

２７4.４41.9202.6１５.3３０.0８７.７

－１21－１－１０

高清水町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

219.5３4.3１84.29.2１1.8７7.1

0１２２１１

一迫町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

２81.2２４.9213.2１０.0１８.2８7.1

－１０1１００

瀬峰町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

223.3３５.2１86.9１1.0１４.6８6.8

0１２１１０

鶯沢町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１80.1４5.5１２８.05.6２０.3８3.2

１２２２－１０

金成町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

２33.1４0.5１72.96.1１5.0８1.5

０２２２００

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1
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志波姫町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

３62.7３4.6２33.217.0２0.8８3.4

－１１１－１－１０

花山村

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

２18.138.2１86.3７.320.3８9.9

０1２２－１０

迫町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１86.87.5１71.58.6１3.６８3.1

１－１２２１０

登米町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

２52.328.5２２9.2１3.3２５.4９4.0

－１0１0－１－１

東和町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

207.665.７１95.1８.６１6.6８８.8

0２２２００

中田町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１55.4３8.7１45.5８.5１７.0８3.9

1１２２００

豊里町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１69.958.1１53.3９.1１3.7８8.1

1２２２1０

米山町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１73.8２4.6１55.09.4１5.5８6.7

1０２２0０

石越町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

２95.343.2206.3１1.5２1.２８３.１

－１２1１－１０

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率
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積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率
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積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22
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11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
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-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22
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11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1
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00
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-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22
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11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1
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00
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-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22
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11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
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-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率
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-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率
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南方町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１27.150.9112.1６.311.4８２.4

２２２２１０

河北町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１４2.3３3.5１23.4１０.819.488.5

2１２１0０

矢本町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１83.3２2.8１49.0１０.5１3.4７5.9

１０２１1１

雄勝町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

214.240.9１94.010.120.592.1

02２1－１－１

河南町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

288.5５5.5１71.48.811.7８6.3

－１２２２１０

桃生町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１55.894.9１41.2１０.7１6.5８4.5

1２２１００

鳴瀬町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１63.7３4.4１０6.9１１.5１3.9８7.9

1１２１1０

北上町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１71.7110.0１54.2６.８１5.8８8.0

1２２２００

女川町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

42.283.440.31.73.442.6

２２２２２２

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1
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現在高比率

将来にわたる
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公債費
負担比率
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制限比率

地方債現在高比率
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22

22

22

11

11

11
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-1-1

-1-1
-1-1
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11

11

00
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-1-1
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公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22
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11
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-1-1
-1-1

-1-1
-1-1
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22
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00
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-1-1

-1-1
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地方債現在高比率
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-1-1
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22

11

11
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積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11
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00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11

00

00

00

00

-1-1
-1-1

-1-1
-1-1

22

22

11

11

00

00

-1-1

-1-1
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牡鹿町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

201.254.1１70.79.４１６.4８7.3

0２２２００

志津川町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

１96.8１8.2１78.6８.3１６.４８9.6

１－１２２００

津山町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

227.040.8205.96.8１5.０８９.３

021２００

本吉町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

２16.7２5.9１87.2７.717.788.0

００２２0０

唐桑町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

２38.6２0.2２25.68.0２１.０８9.7

００１２－１０

歌津町

将来にわたる
財政負担

積立金現在高
比率

地方債現在高
比率

起債許可制限
比率

公債費負担
比率

経常収支比率

２66.3５9.6215.110.0１８.5８８.5

－１２11００

積立金 
現在高比率

将来にわたる
財政負担

経常収支比率

公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率

22

22

22

22

11

11

11

11
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00
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将来にわたる
財政負担
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地方債現在高比率
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-1-1
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公債費
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制限比率

地方債現在高比率
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00

00
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-1-1
-1-1

-1-1
-1-1
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00
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-1-1

-1-1
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制限比率

地方債現在高比率
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00
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将来にわたる
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公債費
負担比率

起債許可
制限比率

地方債現在高比率
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第3章　三位一体の改革 

三位一体の改革とは、何ですか？ 三位一体の改革とは、何ですか？ 

地方への税源移譲で、例えばこんなメリットが生まれます。 

福祉分野などの行政サービスがアップします。 1

今なぜ、三位一体の改革が必要なのですか？ 今なぜ、三位一体の改革が必要なのですか？ 

　三位一体の改革とは、次の３つの改革を同時に行うものです。 

　　　地方は自らの創意工夫と責任で政策を決める 

　　　地方が自由に使える財源を増やす 

　　　地方が自立できるようにする 

　を基本方針として、次の３つの改革を同時に行うものです。 

　　　国庫補助負担金の廃止削減 

　　　国から地方への税源移譲 

　　　地方交付税の見直し 
　これら、３つの改革を同時に進めるので、一般に、三位一体の改革と呼ばれています。 

　地域の実情に合わせて、幼

稚園の空き教室や市街地のビ

ルの空きテナントなどを利用

した小規模保育所・介護関係

施設を作ったりすることがで

きます。 

　平成12年４月から「地方分権一括法」が施行され、国と地方は、「対等・協力」の新しい関係に立つこととなりま

した。これにより、一定の権限が地方へ移譲されましたが、財源の移譲については未解決となっています。 

　現在、私たちの生活に密接な行政サービスのほとんどが地方で行われていますが、地方独自の税収は国と地方全体

の３割程度しかありません。残りは、国庫補助金や地方交付税等、国から配分される財源に大きく依存しています。 

　真の地方分権のためには、権限だけでなく財源も地方に移譲されなければなりません。 

　宮城県では、「三位一体の改革」の本来の目的を明確にするために、「地方財政自立改革」と言い換えています。

つまり、地方財政自立改革（三位一体の改革）とは、真の地方自治を実現するため、地方が財政面で自立する改革な

のです。 

今後、地方財政自立改革（三位一体の改革）はどのように進められていきますか？ 
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ここでは、三位一体の改革についてわかりやすく説明します。 

１ 

２ 

３ 

１ 

２ 

３ 

税源移譲 
予定特例 
交付金 
※2,042

17,452 
（うち⑰11,160） 

保
育
所 

介
護
施
設 

地域の実情に合わせた教育が実現します。 2

　少人数教育・障害のある子

とそうでない子が一緒に学べ

る教育など住民ニーズに沿っ

た多様な教育を、地方の主体

性のもとで進めて行くことが

できます。 

より効率的な公共事業が実現します。 3
　担当する国の省庁が異なるため、
同じような事業でも別々に行われ
ていた道路・下水道の整備をまと
めて行うことができます。これに
より、地域の実情に合わせて、よ
り短い期間で効率よく整備が進め
られます。 

県・市町村の事務効率化が期待できます。 4

　国への補助金申請、国の会

計検査等に要する地方の膨大

な書類作成などの手間と労力

を、他の業務に有効活用する

ことができます。 

～「地方にできることは、地方に」～ 

地方財政自立計画（三位一体の改革）によって、どんなメリットが生まれますか？ 地方財政自立計画（三位一体の改革）によって、どんなメリットが生まれますか？ 
  これまでは、地方の財源が少なく、行政サービス提供にあたり国から補助金などの助成を得る必要がありました。

そのため、国の補助制度が定めた全国一律基準で事業を行わざるを得ないなど、地域や住民のみなさんの声を反映さ

せることが難しいのが問題となっていました。 

　しかし、地方財政自立改革（三位一体の改革）により、多くの行政サービスを住民の皆さんに納めていただいた税

金で行うことができ、地域や住民のみなさんの声をより反映させた行政サービスを行うことが可能になります。 



三位一体の改革とは、何ですか？ 

今なぜ、三位一体の改革が必要なのですか？ 

今後、地方財政自立改革（三位一体の改革）はどのように進められていきますか？ 今後、地方財政自立改革（三位一体の改革）はどのように進められていきますか？ 
　平成16年11月、政府と与党は平成18年度までの改革の方針について合意し、約３兆円の税源移譲に結びつく国

庫補助金の見直し等を行うことが盛り込まれました。この合意に基づき、現在（17年３月）までに決まった税源移

譲は全体の８割の2.4兆円であり、残りの0.6兆円については、先送りされているほか、義務教育費国庫負担金は暫

定措置とされています。これらについては、平成１７年度において結論を得ることとしています。  

　地方交付税については、平成18年度までは必要な行政課題に対して適切に財政措置を行い、地方の安定

的な財政運営に必要な総額が確保されることとなりました。また、税源移譲に伴う財政力格差の拡大に対

して適切な対応が実施されます。         

　しかしながら、地方財政自立改革は、これで終わりではありません。真の地方分権を実現するためには、

18年度までの改革に限らず、今後も国に粘り強く国庫補助金見直し・税源移譲の拡大等を働きかけること

が必要です。県では、住民の皆さんの声をより行政サービスに反映できるように、地方財政自立のための

改革を今後も推進していきます。 
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税源移譲に結びつく補助金改革のイメージ（概数） 平成17年度ベース 

税源移譲に結びつく 
補助金改革額 

H15～H18

H15

義務教 
（共済長 
期等）等 

所得譲与税 
4,249

2,344

公立 
保育所 
運営費等 

2,440

義務教 
（退手・ 
児手） 

2,309

国保 

6,851 
（⑰5,449） 

義務教（暫定） 

（暫定） 

（暫定を含む） 

8,500 
（⑰暫定 4,250） 

公住家賃 
補助、 
養護老人 
ホーム等 

2,211 
（⑰1,540） 

（億円） 

1

24,655

税源移譲 

※ 

H16～H18

23,743

※　義務教（退手・児手）に係

る税源移譲予定特例交付金

について、17年度所要額を

ベースとして算定したもの。 

H16 H17、18　17,562 
（うち⑰11,239） 

税源移譲 
予定特例 
交付金 
※2,042

17,452 
（うち⑰11,160） 

税源移譲 
予定特例 
交付金 
※2,042

税源移譲 （税源移譲予定特例交付金により措置） 

17,452 
（うち⑰11,160） 

2,101 
（⑰1,461） 

6,851 
（⑰5,449） 

6,291

15,243

8,500 
（⑰暫定 4,250） 

その他の補助金改革 2

その他の 
補助金改革 

H15～H18

19,490 程度 

１．上記のうち、平成16年度から税源移譲予定特例交付金により措置することとした義務教の退手・児手の所要額は年度によって変動する。 

２．「その他の補助金改革」に係る平成17，18年度に係る数値は、平成16年11月26日の政府・与党合意ベースである。 

３．上記のほか、平成15年度に高速自動車国道の新直轄方式導入等により930億円が自動車重量譲与税に税源移譲されている。 

注 

H15 H16 H17、18 
10,680程度 

公共事業 
関係・奨励的 
補助金等 

スリム化 
3,281程度 （ ） 

公共事業 
関係 
補助金等 

スリム化 
4,197程度 1,330（ ） 

スリム化 
4,700程度 
（⑰3,011） （ ） 

交付金化 
6,000程度 
（⑰ 3,430） （ ） 

奨
励
的
補
助
金
等 

ま
ち
づ
く
り
交
付
金 

公共事業関係・ 
奨励的補助金等 

地方財政自立計画（三位一体の改革）によって、どんなメリットが生まれますか？ 
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1　経常収支比率 
　地方公共団体における財政構造の弾力性を見るうえで最も重要な財政指標であり、人件費、扶助費、公債費等のよ

うに容易に縮減することのできない経常的経費に税、交付税等を中心とする経常的な一般財源収入がどの程度充　当

されているかを測定しようとするものである。これが市にあっては80％、町村にあっては75％を超えると財政構造

の弾力性を失いつつあると考えてよい。 

《算式》 

 　　　　　　　　　　　歳出総額のうち経常的経費に充当した一般財源　　　 
　　　　　――――――――――――――――――――――――――――――――――　×100 
　　　　　　歳入総額のうち広義の経常的一般財源＋減税補てん債＋臨時財政対策債 

2　起債制限比率（地方債許可制限比率） 
　地方債の許可制限の際の基準として用いられる。 

　過去３ヶ年度の平均値で表わされ、これが２０％以上になると地方債の許可が制限される。 

《算式》 

　　　　　　　　13年度　　　　　　　　　　  14年度　　　　　　　　　　　　15年度 
　　　　　　Ａ＋Ｅ－Ｂ－Ｃ　　　

＋
　　　Ａ＋Ｅ－Ｂ－Ｃ　　　

＋
　　Ａ＋Ｅ＋Ｆ－Ｂ－Ｃ－Ｇ　　　 

　　　　―――――――――――　　　―――――――――――　　　――――――――――――― 
　　　　　標準財政規模＋Ｄ－Ｂ－Ｃ　　　　標準財政規模＋Ｄ－Ｂ－Ｃ　　　　標準財政規模＋Ｄ－Ｂ－Ｃ－Ｇ 

　　　　　　１ 
　　　　×　―　×100 
　　　　　　３ 

（注） 

Ａ…地方債元利償還金充当一般財源（繰上償還分及び準公債費償還額を除く） 

Ｂ…災害復旧費等に係る基準財政需要額 

Ｃ…普通交付税の算定において、事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費 

　　（普通会計に属する地方債に係るものに限る。一部事務組合の地方債に係るものを除く） 

Ｄ…臨時財政対策債発行可能額 

Ｅ…ＰＦＩ事業における債務負担行為に係る支出に充てられた一般財源 

　　（施設整備費、用地取得費に係るものに限る。） 

Ｆ…五省協定・負担金等における債務負担行為に充てられた一般財源 

Ｇ…事業費補正により基準財政需要額に算入された公債費に準ずる債務負担行為に係る支出 

3　財政力指数 
　　基準財政収入額 
　―――――――――　で表わされ、この数値が大きい程財政力が強いとみることができる。 
　　基準財政需要額 

《算式》 

　　　　　 平成13年度　　　　　平成14年度　　　　　平成15年度 
　　　　　基準財政収入額　　　基準財政収入額　　　基準財政収入額　　　　１ 
　　　　――――――――　＋　――――――――　＋　――――――――　　×　― 
　　　　　 平成13年度　　　　　平成14年度　　　　　平成15年度　　　　　３ 
　　　　　基準財政需要額　　　基準財政需要額　　　基準財政需要額 

4　標準財政規模 
　その地方公共団体の標準的な状態で通常収入されるであろう経常的一般財源の規模をいい、すなわち、標準的な行

政活動を行うために必要な経常的一般財源の総量を示すものである。 

《算式》標準税収入額＋普通交付税額 

　（注）標準税収入額＝（基準財政収入額－地方譲与税－交通安全特別対策交付金） 

　　　  　100 
　　　×　――＋地方譲与税＋交通安全特別対策交付金 
　　　　　75

財政運営のチェックポイント 

1．経 常 収 支 比 率 は　　市　部　80％未満 
　　　　　　　　　　　　　町村部　75％未満 
2．起 債 制 限 比 率 は　　3ヵ年平均15％以上（注意信号） 
3．普 通 税 徴 収 率 は　　95％以上 
4．積立金現在高比率は　　標準財政規模の5％～10％程度 
　　　（財政調整基金） 目で見る財政指標 

12,361




